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 国内における豚インフルエンザの流行動態を、血清学的なら
びにウイルス学的に解明し、豚インフルエンザウイルス流行株
の人への感染リスクや、豚由来ウイルスが海外から侵入した際
の養豚を介した国内蔓延リスクを評価する。 

 

 
Ａ．研究目的 
  豚由来のインフルエンザウイルスは、パ
ンデミックを引き起こす可能性があるた
め、その流行動態を注意深く監視する必要
がある。しかし、産業構造などの理由によ
り、国内養豚の血清や鼻腔スワブ検体にア
クセスするのは難しく、国内における豚イ
ンフルエンザの流行動態はほとんど把握
されていない。本研究は、国内における豚
インフルエンザの流行動態を、血清学的な
らびにウイルス学的に解明することで、豚
インフルエンザウイルス流行株の人への
感染リスクや、豚由来ウイルスが海外から
侵入した際の養豚を介した国内蔓延リス
クを評価することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
【抗体調査】多検体の抗インフルエンザウ
イルス中和抗体価を効率よく測定するた
め、遺伝子組換えウイルスを活用して中和
試験法を改良する。この改良法を用いて、
全国各地から収集する養豚血清検体の中和
抗体価を測定し、国内養豚における豚イン
フルエンザウイルスの浸潤状況を明らかに
する。 
【ウイルス分離】豚インフルエンザウイル
スを効率よく分離するため、様々な豚由来
培養細胞株の中から、発育鶏卵よりも感染
感受性が良く、ウイルス増殖効率も優れた
細胞株を選び出して、ウイルス分離条件を
最適化する。この最適化した分離法を用い
て、国内の幅広い地域から収集した養豚鼻
腔スワブ検体等からのウイルス分離を進
める。 
【ウイルス性状解析】分離したウイルス株 

 

の、遺伝子配列、レセプター結合特異性、
抗原性などを解析する。 
 
Ｃ．研究結果 
【抗体調査】 
血清検体の収集ならびに中和抗体価の測
定：昨年度に確立した改良型中和試験を
用いて、全国１５道県の９９農場から集
めた約1,000頭分の母豚血清における抗
インフルエンザウイルス中和抗体価を測
定した。H1亜型ウイルスは、2009年のパ
ンデミックウイルスに近縁なウイルスが
全国の養豚の間で広く流行していること
が示唆された。またH3亜型ウイルスは、
中部地方では北米タイプのH3亜型ウイル
スが、南九州地方では国内でのみ分離報
告がある特殊な系統のウイルスが、各々
流行している可能性が示唆された。 
【ウイルス分離】 
分離法の最適化：ブタ由来の細胞株7種
類を入手し、これまで豚インフルエンザ
ウイルスの分離に汎用されてきた発育鶏
卵とのウイルス感受性の比較を進めてい
る。また、インフルエンザウイルス研究
で汎用されるイヌ腎臓由来MDCK細胞
にインフルエンザウイルスのNS１タン
パク質（細胞内における自然免疫応答て
抑制する）を強制発現させた細胞株を樹
立し、豚インフルエンザウイルスの分離
効率に与える影響を検証している。 
豚インフルエンザウイルスの分離：抗体
調査において北米タイプH３亜型ウイル
スの流行が示唆された中部地方を中心に
養豚鼻腔スワブを集め、ウイルス分離を
進めている。 
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Ｄ．考察 
抗体調査の結果から中部地方における
流行が示唆された北米タイプのH3亜型ウイ
ルスは、これまで国内での分離報告がな
い。このウイルス系統は、2011年から2012年
にかけてアメリカで散発的なヒト感染事例が
報告されたA/H3N2vウイルスと近縁なた
め、日本においても新たな公衆衛生上のリ
スクとなることが懸念される。 
 
Ｅ．結論 
全国の養豚母豚の抗体保有２状況を調べ
ることで、校内養豚における豚インフルエンザ
ウイルスの浸潤状況に地域差があることが確
認された。今後は、これらの知見も活用しなが
ら、より多くの豚インフルエンザウイルス株の分
離を目指す。さらに、これら分離株の遺伝的
性状や既存のワクチン株との抗原交差性、抗
ウイルス薬への感受性などを精査することで、
ヒトへの感染リスクの評価をはじめとする新型
インフルエンザ対策を進める上で、有用な知
見を提供できる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  該当なし。 
 
 2.  学会発表 
  該当なし。 
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